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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年 3月期       46,397   △10.3       1,747   △52.1       1,746   △51.9

17年 3月期       51,706     4.2       3,649    80.2       3,632    81.1

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期          751   △55.1          9.70          9.64     2.0     2.6     3.8

17年 3月期        1,671    39.1         22.05         21.87     4.6     5.3     7.0

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     73,810,715株 17年 3月期     73,470,845株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期           7.00          3.50          3.50         517    68.9     1.4

17年 3月期           9.00          3.50          5.50         662    39.7     1.8

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年 3月期       64,179      37,425     58.3         505.29

17年 3月期       70,919      36,671     51.7         497.28

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     78,698,816株 17年 3月期     78,698,816株
2.期末自己株式数 18年 3月期      4,701,167株      5,057,417株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期       25,000       1,100         600          3.50－ －

通 期       51,000       2,800       1,500－           3.50          7.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          19円 06銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 作 成 時 点 に お い て 当 社 が 合 理 的 で あ る と 判 断 す る 一 定 の 前 提 に 基 づ い て お り 、 実 際
の 業 績 は 様 々 な 要 素 に よ り こ れ ら の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 の 前 提 と な る 仮 定 等 に
つ き ま し て は 決 算 短 信 （ 連 結 ） の ６ ペ ー ジ を 参 照 し て 下 さ い 。
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６ ． 個  別  財  務  諸  表  等  

（ 1） 貸 借 対 照 表  
 (単位：百万円)   

 当期(平成１８年３月３１日現在) 前期(平成１７年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

流 動 資 産   ３４，２６２ ５３．４   ４２，９７６ ６０．６ △ ８，７１４ 

現  金 ・ 預  金  ４，３４３   ９，９５１  △ ５，６０８ 

受 取 手 形 １０，３８８  １２，２４７  △ １、８５９ 

売 掛 金  ８，３２５   ９，０１７  △   ６９１ 

製  品 ・ 商  品 ４，５４８  ４，２４５  ３０２ 

原 材 料 ８４０  ８３２           ７ 

仕 掛 品 １，１６４  ９２４      ２４０ 

前 渡 金 ５４  ２７  ２７ 

前 払 費 用 １６６  １５２  １３ 

短 期 貸 付 金 １，７４３  １，９８８   △   ２４５ 

未 収 入 金 ２，２３２  ２，６７０   △   ４３８ 

繰 延 税 金 資 産 ３５２  １，０８９   △   ７３６ 

その他の流動資産 ２７８  ６  ２７２ 

貸 倒 引 当 金 △   １７５  △   １７８      ３ 

固 定 資 産   ２９，９１６ ４６．６   ２７，９４２ ３９．４ １,９７４ 

有 形 固 定 資 産   １８，１７０  ２８．３   １７，５３９  ２４．７  ６３０ 

建       物 ５，５８３  ５，６９９  △   １１６ 

構 築 物 ９６３  ９９０  △    ２６ 

機  械 ・ 装  置 ５，０６６  ５，０４１  ２５ 

車  両・運  搬  具 ５０  ４４       ５ 

工 具 器 具・備  品 １，２６５  １，２０６  ５９ 

土       地 ４，１０２  ４，１０２  ０ 

建 設 仮 勘 定 １，１３８  ４５４  ６８３ 

無 形 固 定 資 産    ４１６    ０．６    ４８５    ０．７  △    ６９ 

その他の無形固定資産 ４１６  ４８５  △    ６９ 

投 資 等   １１，３３０  １７．７   ９，９１７  １４．０  １，４１２ 

投 資 有 価 証 券 ４，４９４  ３，２０３     １，２９１ 

子 会 社 株 式 １，８４５  １，８４５   － 

出 資 金 ２１６  ２０１  １４ 

長 期 貸 付 金 ７０  １１９  △    ４９ 

差 入 保 証 金 ３５９  ３４５  １４ 

長 期 前 払 費 用 １７３  ２５９  △    ８６ 

繰 延 税 金 資 産 ３，６４１  ４，０９０  △   ４４８ 

そ の 他 の 投 資 １，０５０  ３７９  ６７０ 

貸 倒 引 当 金 △    ９７  △   １４５     ４８ 

投 資 評 価 引 当 金 △   ４２４  △   ３８３  △    ４１ 

 資  産  合  計 ６４，１７９ １００．０ ７０，９１９ １００．０ △ ６，７３９ 
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 当期(平成１８年３月３１日現在) 前期(平成１７年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債   １３，８２４ ２１．６   ２１，２８１ ３０．０ △ ７，４５６ 

支 払 手 形 ２，５９３  ４，３２６  △ １，７３２ 

買 掛 金 ８，４６６  １１，１６６  △ ２，６９９ 

未 払 金 ７７６  １，１８８  △   ４１１ 

未 払 消 費 税 １９  ４７  △    ２８ 

未 払 法 人 税 等 －  １，４８５    △ １，４８５ 

未 払 費 用 ４６３  １，４１０  △   ９４６ 

前 受 金 ２  ０  ２ 

預 り 金 ９１９  １，０５１  △   １３１ 

賞 与 引 当 金 ５８２  ６０５    △    ２２ 

そ の 他 流 動 負 債 ０  ０    ０ 

      

固 定 負 債    １２，９２９ ２０．１    １２，９６５ １８．３  △    ３６ 

長 期 借 入 金 １，５００  １，５００    － 

退 職 給 付 引 当 金 １０，５５１  １０，６８２   △   １３１ 

役 員 退 職 引 当 金 ３３４  ２９５  ３８ 

そ の 他 固 定 負 債 ５４３  ４８６     ５７ 
      

負  債  合  計 ２６，７５４ ４１．７ ３４，２４７ ４８．３ △ ７，４９３ 

（ 資 本 の 部 ）  ％  ％  

資  本  金   １５，１８９ ２３．７   １５，１８９ ２１．４ － 

資 本 剰 余 金   １４，６６５ ２２．８   １４，６６１ ２０．７      － 

資 本 準 備 金 １４，６６１  １４，６６１  － 

その他資本剰余金    ４  －      ４ 

 自己株式処分差益 ４  －  ４ 

利 益 剰 余 金   ７，５６２ １１．８   ７，５２６ １０．６     ３６ 

利 益 準 備 金 １，２２３  １，２２３  － 

 任 意 積 立 金   ４，０３２    ４，０３２  － 

 配当準備積立金 ２００  ２００  － 

 土地圧縮積立金  ８２   ８２  － 

 別 途 積 立 金 ３，７５０  ３，７５０   － 

当 期 未 処 分 利 益   ２，３０６    ２，２６９      ３６ 

その他有価証券評価差額金 １，４０８ ２．２ ７９８ １．１    ６１０ 

自 己 株 式 △  １，４００ △ ２．２ △  １，５０３ △ ２．１ １０２ 

資  本  合  計 ３７，４２５ ５８．３ ３６，６７１ ５１．７    ７５３ 

負債及び資本合計 ６４，１７９ １００．０ ７０，９１９ １００．０ △ ６，７３９ 
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（ 2） 損 益 計 算 書  

(単位：百万円)   

 当          期 前          期  
 (平成17年４月１日～18年３月31日) (平成16年４月１日～17年３月31日)  

科      目 金   額 百 分 比 金   額 百 分 比 増  減  金  額 

  ％  ％  

売 上 高 ４６，３９７ １００．０ ５１，７０６ １００．０ △ ５，３０８ 

売 上 原 価 ３２，０５９ ６９．１ ３５，１２１ ６７．９ △ ３，０６２ 

売 上 総 利 益 １４，３３８ ３０．９ １６，５８５ ３２．１ △ ２，２４６ 

販 売 費 ･ 一般管理費 １２，５９０ ２７．１ １２，９３５ ２５．０ △   ３４５ 

営  業  利  益    １，７４７   ３．８    ３，６４９   ７．１ △ １，９０１ 

営 業 外 収 益 ４６５  ５７８  △   １１３ 

受取利息・配 当 金 ８８  １０３  △    １５ 

そ の 他 ３７７  ４７４  △    ９７ 

営 業 外 費 用 ４６５  ５９５  △   １２９ 

支 払 利 息 ３９  ５３  △    １４ 

そ の 他 ４２６  ５４１  △   １１４ 

経  常  利  益    １，７４６   ３．８    ３，６３２   ７．０ △ １，８８６ 

特 別 利 益 ３３  １５３  △   １１９ 

特 別 損 失 ２１８  ２７２  △    ５３ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １，５６２ ３．４ ３，５１３ ６．８ △ １，９５１ 

法人税･住民税及び事業税 ３６  １，８００  △ １，７６３ 

法 人 税 等 調 整 額 ７７４  ４２  ７３１ 

当 期 純 利 益 ７５１ １．６ １，６７１ ３．２ △   ９１９ 

前 期 繰 越 利 益 １，８１３  ８５６  ９５６ 

自己株式処分差損 －  ０  ０ 

中 間 配 当 額 ２５８  ２５７  １ 

当 期 未 処 分 利 益   ２，３０６    ２，２６９     ３６ 

 

 

（ 3） 利 益 処 分 案  

 (単位：百万円)   

科       目 当      期 前      期 増 減 金 額 

当 期 未 処 分 利 益   ２，３０６   ２，２６９    ３６ 

計 ２，３０６ ２，２６９ ３６ 

これを次のとおり処分します。    

利  益  配  当  金 ２５８ ４０４ △   １４６ 

 

 

 

役 員 賞 与 金 

（取 締 役） 

（監 査 役） 

(１株につき        

普通配当 3円50銭） 

 

    ３５ 

     （３１） 

     （３） 

(１株につき        

普通配当 3円50銭  

記念配当 2円00銭） 

    ５１ 

     （４７） 

     （４） 

 

 

 

△   １６ 

計 ２９３ ４５６ △   １６２ 

次  期  繰 越  利  益   ２,０１２   １，８１３   １９８ 
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（注）平成１７年１２月９日に２５８百万円(１株につき３円50銭)の中間配当を実施しました。 

 

 

注記事項 
(貸借対照表関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ５６，１４８ 有形固定資産の減価償却累計額 ５５，６６０ 

２． 受 取 手 形 割 引 高 － 受 取 手 形 割 引 高 － 

３． 保 証 債 務 ８４７ 保 証 債 務 ８７２ 

(損益計算書関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，１１１ 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，２５０ 

 従 業 員 給 料 ２，２２６ 従 業 員 給 料 ２，２７３ 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２７９ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２９７ 

 退 職 給 付 費 用 ４２０ 退 職 給 付 費 用 ４１５ 

 研 究 開 発 費 １，０２５ 研 究 開 発 費 １，０６１ 

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   

  １，０２５  １，０６１ 

３ 特別利益の主な内訳  特別利益の主な内訳  

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ３３ 厚生年金基金代行部分返上益 １０３ 

   投資評価引当金戻入額 ４６ 

     

 特別損失の主な内訳  特別損失の主な内訳  

 固 定 資 産 処 分 損 １１３ 固 定 資 産 処 分 損 １６７ 

 過 去 勤 務 債 務 償 却 損 ５７ 減損会計損失計上額 １０４ 

 投資評価引当金繰入額 ４１   

     

     

     

（ 重要な会計方針 ） 

イ．資産の評価基準及び評価方法 

l たな卸資産 

製        品 ： 総平均法による低価法 

商        品 ： 移動平均法による低価法 

原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 総平均法による原価法 

l 有価証券(投資を含む) 

子会社及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

ロ．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法（但し、千歳工場は定額法） 

 ： 但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 
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 ： 但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 ： 定額法 

 

ハ．引当金の計上の方法 

貸  倒  引 当 金 ： 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実情

を勘案して必要と認められる金額を計上しております。 

賞   与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額を

計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上

しております。 

過去勤務債務については、発生年度において一括して費用から減額処理す

ることとしております。 

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(１５年)による按分額を翌期より費用処理すること

としております。 

 

役 員 退 職 引 当 金 ： 商法施行規則第４３条の引当金で、役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、退職慰労金規定にもとづく期末要支給額を計上しております。 

ニ．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。 

 

ホ. ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 
 ヘッジ方針 ヘッジ対象に係る金利変動リスクをヘッジしております。 
 ヘッジ有効性の評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日にお

ける有効性の判定を省略しております。 

 

へ．消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 



 - ２７ - 

① リ ー ス 取 引  
 

当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行っているため記載を省略しております。 

 

②  有価証券( 子会社及び関連会社株式)  

 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

③  税効果会計 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  ( 当     期 ) ( 前     期 ) 

 （繰延税金資産） (百万円) (百万円) 

 退職給付与引当金 ４，２５３ ４，１４３ 

 子会社整理損 ― ５２８ 

 投資評価引当金 １７０ １５４ 

 投資有価証券 ３９８ ４１２ 

 その他 ６０４ ９３２ 

 繰延税金資産小計 ５，４２５ ６，１６９ 

 評価性引当額 △４２５ △３９３ 

 繰延税金資産合計 ４，９９９ ５,７７６ 

 （繰延税金負債）   

 その他有価証券評価差額金 ９５０ ５４１ 

土地圧縮積立金 ５６ ５６ 

繰延税金負債合計 １,００６ ５９７ 

 繰延税金資産の純額 ３，９９３ ５，１７９ 
 
 
 
 
 

７．役 員 の 異 動  
（平成１８年６月２９日付予定） 

 

平成１８年５月１７日別途開示済みであります。 

 

 


